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子ども・子育て
支援納付金分

改正前 改正後 改正前 改正後 改正前 改正後 新設 改正前 改正後

所得割額 6.92% 6.73% 2.96% 2.61% 2.44% 2.17% 0.25% 12.32% 11.76%

均等割額 27,500円 29,400円 11,300円 11,000円 10,600円 10,100円 1,200円 49,400円 51,700円

平等割額 18,700円 19,900円 9,100円 8,800円 6,300円 6,100円 800円 34,100円 35,600円

区分
医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合計

年間保険料
①+②+③+④

世帯単位で計算・支払

①医療分
(国保財政の基礎財源)

最高限度額 ６７万円

＋

＋

②後期分
(後期高齢者医療制度

への支援金)

最高限度額 ２６万円

＋

＋ ③介護分
(４０〜６４歳の⼈の

介護保険料)

最高限度額 １７万円

所得割額
令和7年中の所得金額（※1）
に右記の税率をかけて計算

加入者全員の令和７年中
の所得金額×６.７３％

加入者全員の令和７年中
の所得金額×２.６１％

加入者全員の令和７年中
の所得金額×２.１７％

均等割額
加入者数に

右記の金額をかけて計算

加入者数
×２９,４００円

加入者数
×１１,０００円

加入者数
×１０,１００円

平等割額
一世帯当たり定額で計算

１９,９００円 ８,８００円 ６,１００円

＋

＋

＝

＋

＋

＋

＋

＋④子ども・子育て分
(子育て施策拡充のため

の拠出金)

最高限度額 ３万円

＋

＋

加入者全員の令和７年中
の所得金額

加入者数（※２）

×１,２００円

８００円

×０.２５％

国⺠健康保険のお知らせ 
令和８年７⽉発⾏ 

1．国⺠健康保険制度の概要 

【税率改正内容】 

2．国保税の計算方法 
 

国⺠健康保険は、病気やけがをした際に安⼼して医療を受けられるよう、加⼊している方が
相互に支え合う制度です。県では各市町村が目指すべき標準保険料率（税率）を算定しており、
市でも、健全な国保運営のため、令和７年度から標準保険料率と同率になるよう税率改正を  
⾏っています。 

また、令和８年度より子育てを社会全体で支えるための「子ども・子育て支援⾦制度」が   
始まり、国⺠健康保険税に「子ども・子育て支援納付⾦分」が加わります。 

このことから、国⺠健康保険税はこれまでの「医療給付費分」、「後期高齢者支援⾦分」、   
「介護納付⾦分」に「子ども・子育て支援納付⾦分」を加えた４つの項目ごとに計算し、    
総額が決まります。 

 

※1 所得⾦額とは令和７年中の総所得⾦額などから基礎控除４３万円を引いた額です。 
※2 均等割額は「被保険者均等割︓1,100 円」と「１８歳以上均等割︓100 円」の合算です。１８歳以下
（１８歳に達する日以後の最初の 3 ⽉ 31 日以前である被保険者）については、均等割額が全額軽減され
ます。 
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軽減割合

7割軽減

5割軽減

2割軽減
43万円+(56万円×加入者数)
+10万円×(給与所得者等の数-1)以下

43万円+(57万円×加入者数)
+10万円×(給与所得者等の数-1)以下

改正前 改正後

43万円
+10万円×(給与所得者等(※3)の数 -1)以下

43万円
+10万円×(給与所得者等(※3)の数 -1)以下

43万円+(30万５千円×加入者数)
+10万円×(給与所得者等の数-1)以下

43万円+(31万円×加入者数)
+10万円×(給与所得者等の数-1)以下

区 分 改正前 改正後 増減額

医療給付費分 66万円 67万円 1万円

後期高齢者支援金分 26万円 26万円 0円

介護納付金分 17万円 17万円 0円

子ども・子育て支援納付金分 - 3万円 3万円

合計 109万円 113万円 4万円

（１）所得による税額軽減の基準額変更 
  前年の総所得⾦額が下表の範囲内である人は、それぞれの区分に応じて均等割額及び平等割額が軽減さ
れます。なお、世帯内に所得の申告をしていない人がいる場合には、軽減が適用されません。 

 

３．国⺠健康保険税制度の昨年からの変更内容（国⺠健康保険法の改正に伴う変更） 
 

※3 給与収⼊が６５万円を超える人、公的年⾦等の収⼊が６０万円を超える６５歳未満の人、または公的
年⾦等の収⼊が１２５万円を超える６５歳以上の人 

（２）国保税限度額の変更 
  国保税における各区分及び総額の限度額が、下表のとおり変更になります。 

（２）産前産後 
  令和５年１１⽉１日以降に出産予定⼜は出産された国⺠健康保険被保険者は、所得割額と均等割額のうち、
１人の妊娠（単胎妊娠）の人は出産（予定）⽉の前⽉から翌々⽉まで４カ⽉分、双子以上の妊娠（多胎妊娠）
の人は出産（予定）⽉の３カ⽉前から翌々⽉まで６カ⽉分が申請により減免されます。届出は、出産（予定）
日の６カ⽉前から可能で、妊娠８５日以上の出産（死産・流産・早産及び人⼯妊娠中絶含む）が対象です。 

 
① 申請方法 

「産前産後にかかる保険税軽減届出書」に必要事項を記⼊の上、必要書類と併せて各総合支所市⺠ 
サービス課⼜は税務課に提出してください。 

② 必要書類 
・「単胎・多胎妊娠の別」及び「出産予定日」が確認できる書類 
・親子関係を明らかにする書類（出産後に届出を⾏う場合） 

例︓⺟子健康⼿帳の写し等 

4．国保税の軽減措置 
 
（１）１８歳以下の子ども 

市では、子育て世帯の経済的負担を一層軽減するため、令和７年度課税分から１８歳以下（１８歳に達す
る日以後の最初の３⽉３１日以前である被保険者）の子どもの均等割額を全額免除しております。 
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【暫定賦課】 
 １期と２期の税額は、前年中の所得等が確定する前であるため、前年税額の１０分の１相当の⾦額と  
なります。（個別事情により、１０分の１相当の⾦額にならない場合があります。） 
 
【本算定賦課】 

３期から１０期までの税額は、前年中の所得などによって計算し年税額を決定します。確定した年税額
から暫定賦課額（１期・２期分）を差し引いた⾦額を期別に振り分けた⾦額になります。  

 
（２）国保税の普通徴収（納付書または口座振替）による納付  

区分 暫定賦課 
（５⽉中旬送付） 

本算定賦課 
（７⽉中旬送付） 

期 別 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 １０期 
納期限 ５⽉末 ６⽉末 ７⽉末 ８⽉末 ９⽉末 10 ⽉末 11 ⽉末 12 ⽉末 １⽉末 ２⽉末 

・国保税の普通徴収分は、１期から１０期に分けて納めていただきます。 
・国保税の１期分は１か⽉分ではありません。 

（３）倒産・解雇・雇い⽌めなどにより離職した方 
離職により、次の理由で雇用保険の失業等給付を受ける方は、前年の給与所得を１００分の３０と  

みなして国保税を算定し、軽減を受けることができます。軽減期間は、離職の翌日の属する⽉から翌年度
末までとなります。 
・雇用保険の特定受給資格者 

（倒産・解雇などによる離職） 離職理由コード︓１１・１２・２１・２２・３１・３２ 
・雇用保険の特定理由離職者 

（雇い⽌めなどによる離職）  離職理由コード︓２３・３３・３４ 
① 申請方法 

「国⺠健康保険特例対象被保険者等申告書」に必要事項を記⼊の上、必要書類と併せて各総合支所  
市⺠サービス課⼜は税務課に提出してください。 

② 必要書類 
ハローワークから交付される「雇用保険受給資格者証」または「雇用保険受給資格通知」 

（１）国保税は世帯主が納めます  
  世帯主が職場の健康保険や後期高齢者医療制度の加⼊者であっても、世帯に１人でも国保加⼊者がいれ

ば、世帯主が納税義務者になります。このため、加⼊者ごとに国保税を分けて納付することはできません。 

5．国保税の納付方法について 

（３）国保税の特別徴収（年⾦天引き）による納付 
特別徴収は、４⽉から翌年２⽉までの年６回支給される年⾦から天引きで納めていただきます。 

世帯内の国保加⼊者が全員 
６５歳〜７４歳の場合 

（世帯主も国保加⼊者の場合のみ） 

世帯主の年⾦から天引き 
となります 

 

国保税＋ 
介護保険料 

２分の１ 

天引き対象 
の年⾦ 

年⾦天引き
対象外 

※２つ以上の年⾦を受給中の場
合は、地方税法の定めによる
優先順位により、その１つが
天引きの対象となります。 

次のいずれかに当てはまる場合は、年⾦から国保
税の天引きは⾏われません。 
 ア．年⾦天引きの対象となる年⾦の年額が１８万

円未満の場合 
 イ．介護保険料と国保税の天引き額の合計が、 

天引き対象年⾦の受給額の２分の１を超える
場合 

 

納付書や口座振替で納められていた人
でも、以下の人は年⾦天引きの納付方法が
優先されます。 
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発⾏／栗原市総務部税務課 
   栗原市築館薬師一丁目７番１号 TEL（0228）22-1121（直通） e-mail zeimu@kuriharacity.jp 

7．こんなときは 14 日以内に届け出を 
国保に加⼊したり脱退したりするときは、１４日以内に各総合支所市⺠サービス課への届け出が必要です。 

  
 

  
 

  
●国保税は、加⼊の届け出をした日からではな
く、加⼊した⽉までさかのぼって納めなけれ
ばなりません。 

●国保の資格がないことから、その間の医療費
は全額自己負担になります。 

  
●国保の資格がなくなった後に、国保で医療機
関を受診してしまった場合には、国保が負担
した医療費はあとで返していただきます。 

●ほかの健康保険に⼊ったときに、届け出をし
ないと、本来支払う必要のない納税通知書、督
促状などが送付されることになります。 

  
転 ⼊…市内に転⼊したとき 
退 職…他の健康保険をやめたとき、または 

その扶養家族でなくなったとき 
出 生…加⼊者に子どもが生まれたとき 

…生活保護を受けなくなったとき 

  
転 出…市外へ転出するとき 
就 職…他の健康保険に加⼊したとき、 
    またはその扶養家族となったとき 
死 亡…死亡したとき 

…生活保護を受けるようになったとき 

国保に加入するとき 

国保を脱退するとき 

加入の届け出が遅れると… 

脱退の届け出が遅れると… 

  

督促状が送付されたり、延滞⾦が徴収されます。督促や催告によっても納付 
                 がない場合、⾦融機関や保険会社、取引先などに調査を⾏い、財産の差し押さえ 
                 を執⾏することとなります。    
 

納期限を過ぎると 

納期限から 
1 年 6 か月を過ぎると 

6．国保税を納めないでいると… 

医療機関の窓口で 10 割負担となるほか、国保の給付(高額療養費、出産育児一時⾦、 
葬祭費など)の全部、または一部が一時差⽌めになります。 

（４）年⾦から天引きされている人でも「口座振替」に変更できます 
申し出により納付方法を「年⾦天引き」から「口座振替」に変更することができます。詳しくは各総合支所

市⺠サービス課もしくは税務課までお問い合わせください。 

年⾦支給⽉ 4 ⽉ 6 ⽉ 8 ⽉ 10 ⽉ 12 ⽉ 2 ⽉ 
徴収区分 仮徴収 本徴収 

 

③ 留意事項 
・仮徴収の税額については、前年７⽉中旬に送付された「国⺠健康保険税特別徴収税額の通知書」をご確認

ください。 
・２⽉に年⾦天引きされない場合、翌年の仮徴収は普通徴収（納付書、または口座振替）に切り替わり   

ます。なお、７⽉に再判定を⾏い、特別徴収の条件を満たした場合、１０⽉の年⾦から特別徴収に切り 
替わります。 

① 仮徴収 
   ２⽉に年⾦天引きされた人は２⽉の年⾦天引き額と同額が、４⽉から新たに年⾦天引きに切り替わる人

は原則として前年の国保税の６分の１の⾦額が、４・６・８⽉の年⾦からそれぞれ天引きとなります。 

② 本徴収 
  ７⽉にお知らせする本算定の年税額から仮徴収の⾦額を差し引いた⾦額を、３回に分けて１０・１２・２

⽉の年⾦から天引きとなります。 


